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第１章 政策研究：中小企業の設備投資 

1-1. アベノミクス成長戦略の現状 

本節では、中小企業の設備投資促進について研究していく。 

アベノミクスの成長戦略において、現在の課題は何なのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□引用 首相官邸 アベノミクス成長戦略の成果/アベノミクス成長戦略は、今

どこにいて、何が求められているのか？ 

（http://www.kantei.go.jp/jp/headline/seicho_senryaku2013.html） 

 

首相官邸のホームページによると民間の動きの小ささが課題だと挙げ

られている。その中に含まれている設備投資促進について詳しく研究して

いく。 

中でも中小企業に注目した。日本の企業の約 99％は中小企業である。そ

のため、中小企業の活性化が日本経済活性化に重要だ。しかし、起業した

中小企業が 10 年後も継続している確率は約 10％と低い水準にある。日本

経済における中小企業の重要性を踏まえ、中小企業を中心とした設備投資



 

について考える。 

 

1-2. 設備投資促進のため必要なこと 

設備投資促進を阻害している問題点は将来における不確実性にある。 

バブル崩壊以降、自己資本比率を維持するため、金融業界は企業への貸

出に慎重になっている。そのため資金不足となることを恐れ、企業はいざ

という時のための内部留保を行っている。 

増資より貯蓄を優先することで設備投資は阻害されている。しかし増資

しなければ生産性は上昇せず、円安の影響で輸入コストが増加している現

在においては、この阻害要因をなくして設備投資を促進する必要がある。 

重要なことは投資をした方が得だ、という認識である。例えば、「生産性

設備投資促進優遇制度」という制度がある。この制度は、生産性の向上が

認められれば即時償却、または最大 5％の税額控除が適用できる制度だ。 

これは平成 29 年度に「中小企業経営強化税制」という制度に変更され

た。経営力向上計画の認定を受けた事業者は計画実行のための税制措置、

金融支援を受けることができる。固定資産税が 3 年間 50％となり、法人

税について即時償却、または取得価格の 10％の税額控除が選択適用でき

る。このように設備投資に関する制度を次々に新しく整備していくことが

投資促進につながっていくのではないだろうか。 

 

 

1-3. まとめ 

まとめとして、設備投資促進を阻害している原因は不確実性にある。 

改善策は制度改善による投資優遇性を高めること、投資優遇制度の整備に

よる増資促進にあると私たちは考える。 

 

 

第２章 政策提言：中小企業の海外進出支援 

2-1. はじめに 

しかし、少子高齢化による労働人口減少、消費者人口の減少によって市

場縮小が進んでいる。投資して生産性を高めても需要がないため収益性が

見込めず、何もしなければ衰退していく。 

この市場縮小の問題が解決しない限り、設備投資は不確実性が強く、促



 

進は難しい。結論として、アベノミクスは市場縮小問題に積極的に取り組

む必要がある。この問題解決を私たちの政策提言として考える。 

2-2. 中小企業の経済活性化 

アベノミクスでは賃上げによる物価上昇、経済活性化を目指しているも

のの、消費者物価指数は目標としていた 2％を大きく下回る 0.7％となっ

ている。 

法人税減税により、設備投資、賃金上昇をもとめた政府だがそれが達成

されたとはいえない。税収を補うために消費税増税が行われたため、消費

者の購買意欲が低下し、収益減少によって不安な将来のための内部留保増

加へとつながった。 

平成 26 年、法人税減税による収益の使い道の意識調査は、内部留保が

20.5％の 1 位である。この結果からもわかるように、減税される以前から

内部留保に当てようという企業の保守的な意識が強く、設備投資、賃金上

昇の大きな改善とはならなかった。 

中小企業を活性化させるためには、資金支援も重要だが、積極的に自立

できるよう支援する制度が必要なのではないか。 

 

 

2-3. 海外進出 

少子高齢化、国内需要低下により市場拡大は見込めない。市場縮小の影

響を抑制するため、海外進出、販路拡大が企業の活性化には重要である。 

海外進出に対する支援が、自立した企業を育てるために必要ではないだ

ろうか。何より重要なことは情報支援だと私たちは考えた。 

アベノミクスでは自国の利益が優先されている。急速に進めた円安は周

辺諸国の貿易収益を減少させた。現在、周辺諸国と取引のある中小企業の

利益低下の原因につながっている。 

必要なことは、周辺諸国と共に経済活性化していく制度である。周辺諸

国が成長しなければ国内大企業と取引のない、販路の小さな中小企業は衰

退していってしまう。 

 

 

2-4. 政策提言 

これらを踏まえて、私たちは中小企業への海外進出支援を政策提言とす

る。概要は大きく 3 つあり、販路拡大のため海外企業とのつながり強化、



 

積極的に現地パートナーになり得る人材の確保、海外の経済状況、産業別

の需要の調査、その情報開示を支援したい。 

海外企業とのつながり強化は、海外に赴いて政府が仲介することで関係

強化を目指す。日本の中小企業とのパイプ役となることで、販路拡大する

ことが大きな目的である。 

 

 

 

 

 

現地パートナーは、海外に赴いて企業を回り、パートナーとなり得る人

材（企業）を政府が中小企業に紹介する。語学研修の場を設けることで、

言語問題を解決し、円滑な提携を結ぶことが目的である。 

海外の情報開示は、海外の経済状況、産業別の需要を調査する。海外政

府などと交渉し、情報開示することで海外進出への不安を抑制することが

目的だ。 

中小企業経営者に海外進出への不安を調査した結果、私たちの政策が成

功すれば大きく不安を解消できることがわかった。 

主な不安は、現地の法規制や業界規制、海外進出済み企業では雇用や人

材マネジメントへの不安、海外進出検討企業では言語への不安である。 

 

 

法規制や業界規制への知識不足は情報支援で簡潔にまとまった情報を

政府から受け取ることで、ほしい情報がスッキリわかりやすく、海外事業

をスムーズに進めていけるようになる。 

 

 

 

 

 



 

 

 

語学研修で言語に対する不安を解決することで、現地の情報収集もやりや

すく、現地パートナーとの意思疎通で誤解が少なくなる。海外進出前の不

安点である言語への不安を解決し、優秀な人材発掘もやりやすくできる。 

また、これは政府によるものではないが、金融機関との連携をとること

も重要だ。海外で事業を行うにあたり、現地における口座の開設や海外送

金等の手続など、中小企業の直接の相談窓口である地方銀行や信用金庫な

どの金融機関との連携を図ることが必要である。現地銀行へ行員の派遣、

支援策にかかわる情報の共有、既存の支援策活用に向けた広報の強化、関

係者からなる勉強会など、政府と金融機関、企業と金融機関が連携するこ

とにより国内で海外進出に対する情報を大きく得ることができる。現地に

行員がいれば言語の不安も小さく、銀行に対する信用もできるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

金融機関の支援例として、佐賀銀行は現地での預金口座開設、現地借入

などの金融サービスを行い、海外取引における個別相談会を開催して専門

相談員を派遣した。 



 

 

□引用 アジア経済圏にとって望ましい金融・資本市場のあり方 

（ https://www.zenginkyo.or.jp/fileadmin/res/news/news230318_2.pdf

#search=%27%E9%87%91%E8%9E%8D%E6%A9%9F%E9%96%A2+%

E6%B5%B7%E5%A4%96%E9%80%B2%E5%87%BA%E6%94%AF%E6

%8F%B4%27） 

 

このように、金融機関と連携をとることで海外進出への不安を解消でき

たという事例もあるのだ。 

 

 

2-5. まとめ 

このように、日本の経済活性化には中小企業の存在が重要である。その

ため自国のみならず周辺諸国との協力が大切だ。支援策は資金援助のみで

はなく、情報の支援が必要ではないだろうか。よって、支援策として海外

企業とのつながり強化、現地パートナー確保、海外の情報開示などの案を

私たちの政策提言とする。海外に進出することで日本の市場縮小による影

響を抑制し、販路拡大によって中小企業は経済活性化していくと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考文献 

□首相官邸 

（http://www.kantei.go.jp/jp/headline/seicho_senryaku2013.html） 

□生産性向上設備投資促進税制とは？設備投資を行った時の優遇税制 

（https://keiritsushin.jp/keiri-info/news/investment） 

□中小企業庁 中小企業等経営強化法に基づく税制措置・金融支援活用の

手引き 

(http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2017/170407zeiseikinyu.pd

f) 

□帝国データバンク「法人税減税に対する企業の意識調査」 

（b-tax.biz/column/261017） 

□中小企業経営 500 名の海外進出に関する調査レポート 

（https://crosscoop.com/misc/entrepreneur_report5-1） 

□アジア経済圏にとって望ましい金融・資本市場のあり方 

（ https://www.zenginkyo.or.jp/fileadmin/res/news/news230318_2.pdf#s

earch=%27%E9%87%91%E8%9E%8D%E6%A9%9F%E9%96%A2+%E6

%B5%B7%E5%A4%96%E9%80%B2%E5%87%BA%E6%94%AF%E6%8

F%B4%27） 

 


